
 

 

 

～全国の企業に対して CO2削減に向けた省エネ設備機器の導入提案を実施～ 

カーボンニュートラルの実現に向けネクシィーズグループと業務提携を締結 

２０２２年１０月３日 

ＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループのあいおいニッセイ同和損害保険株式会社（代表取締役社長： 
新納 啓介）は、株式会社ネクシィーズグループ（代表取締役社長：近藤 太香巳、以下「ネクシィーズ」）
と、地域社会のカーボンニュートラル実現に向けた業務提携契約を本日締結し、10 月から共同で全国の企
業に対して CO2削減に向けた省エネ設備機器の導入提案を行いますので、お知らせします。 

 

１． 背景 

国内の消費電力は、高度経済成長や情報化社会の到来等により戦後ほぼ一貫して伸び続け、現在ではエネ

ルギー消費量のうち約 3 割が電力需要であるといわれています。1979 年に省エネ法が制定されて以降、多

くの企業が省エネを推進し、電力需要の伸び率は鈍化していますが、カーボンニュートラルに向けた取り組

みが世界中で加速する中、より一層の省エネが求められています。 

  そのような中、企業活動における消費電力は国内の約 7割を占めており、企業による省エネ推進はカーボ

ンニュートラルの実現に向け必要不可欠となっています。特に、一般的なオフィスビルにおける消費電力の

約 7割が照明や OA機器で占められており、これらの省エネ化が注目を集めています。 

当社では、「地域密着」を行動指針のひとつに掲げ、427（2022 年７月末時点）の地方自治体と連携協定

を締結し、Web上でアンケートに答えることで「SDGs・カーボンニュートラルへの取組状況に関する評価シ

ート」の提供等を通じて、各地域におけるカーボンニュートラルへの取り組みを支援しています。 

 また、ネクシィーズでは、店舗や施設に関わる最新省エネ設備を「初期投資ゼロ」で導入できる仕組みを

提供しており、大企業のみならず、サプライチェーンに関連する多くの中小企業や 100を超える地方自治体

の公共施設への導入を通じて、企業における省エネ化を積極的に推進しています。 

今般、当社とネクシィーズは、互いの強みを活かしカーボンニュートラルの実現を目指すため、業務提携

契約を締結しました。  

 

２． 業務提携の内容 

全都道府県にある当社部支店とネクシィーズの各拠点（11 支店）による連携体制を確立し、ネクシィー

ズのサポートを受けた全国の当社代理店・扱者が省エネ設備機器の導入提案を担うことで、より多くの企業

に対し電気代や CO2削減に向けた支援が可能となります。 

また、ネクシィーズが同社の顧客企業に対し当社の「業種別 SDGs簡易経営診断サービス」※1を提供する

ことで、SDGs セミナー等を提供する株式会社ふるサポによる診断結果のオンライン解説を無償で受けるこ

とができます。 

※1 https://www.aioinissaydowa.co.jp/corporate/about/news/pdf/2022/news_2022063001037.pdf 

  └「対象業種」は現在 19業種まで拡大済 
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３． 今後の展開 

 当社は、2022 年度から開始した中期経営計画において「2030 年度に CO2の 50％削減・2050 年度のカー

ボンニュートラル達成」を掲げるとともに、「CSV×DX※2を通じて、お客さま・ 地域・社会の未来を支えつ

づける」ことを目指しています。 

今後、ネクシィーズとともに、SDGs 推進施策や脱炭素支援メニュー等の共同開発および推進を通じて、

中小企業のカーボンニュートラル取り組みを支援していきます。  

※2 CSV・・・Creating Shared Value（社会との共通価値の創造） 

DX・・・Digital Transformation（データやデジタルを活用し、価値提供を変革させること） 

 

以上 

当社は、社会との共通価値を創造し、目指す社会像である 

「レジリエントでサステナブルな社会」を実現するため、 

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）を道しるべとし、地域の 

皆さまに貢献する活動を行ってまいります。 

あいおいニッセイ同和損保は、「CSV×DX を通じて、お客さま・地域・社会の未来を支えつづける」 

ことを目指しています。最先端・独自の技術やデジタル・データの活用、特色あるパートナーとの 

協業により、お客さま・地域・社会が真に求める新たな価値を提供していきます。また、国内外の 

あらゆる事業を通じて、お客さま・地域・社会とともに社会・地域課題の解決にグローバルに取組みます。 


